
平成 24 年 8 月 9 日 
 
 
 平成 23 年 2 月 25 日付けでまちづくり推進会議から提出された「協働」へ向けた取り組

みに関する提言書について、町として次のとおり考えております。 
 
 
１ いろいろな団体がネットワークを深めて活動していける仕組みの構築を図ること。その

ために、必要な情報収集として、協働の視点を特に明確にして、町民活動団体等に対して、

自治基本条例（以下「条例」という。）の周知も含めてアンケートを作成して、その実態

を把握すること。その際には、協働の仕組みを取り入れて、町民と行政が協力して案を作

成すること。 
＜回答＞ 
  どのような団体が活動しているか把握する必要があると認識しておりますので、生涯学

習団体やボランティア団体、公共的な団体など、アンケートをどのような団体に行ってい

くか考えてまいります。また、平成 22 年度のまちづくり推進会議で議論されたアンケー

トを元に、委員の皆様と今年度中に内容を精査し、来年度にアンケートを実施していきた

いと思っております。 
 
２ 町の新しい制度などの情報を、町民にわかりやすく周知するための方法と体制整備を図

ること。そのための情報交換の場を設けること。 
＜回答＞ 
  町の新しい制度などの情報を町民にわかりやすく周知（情報発信）するだけではなく、

住民説明会を行うなど、町民と職員が顔を見ながら情報交換ができる場を作るよう職員に

徹底してまいります。 
 
３ 条例第２４条に規定する住民投票条例の策定について、早急に着手すること。 
なお、芳谷私案を添付するので検討の際の参考とされたい。 

＜回答＞ 
  自治基本条例第２４条に住民投票条例の策定について規定しており、策定しなければな

らないことは認識しております。しかしながら、町民や職員に自治基本条例を浸透させて

いくことが最重要課題だと考えておりますので、当面はまちづくりにおける町民の責務に

ついてなど、その意識の高揚に努めてまいります。 
 
４ 条例の町民への周知について工夫するとともに、職員への意識付けを徹底すること。 
＜回答＞ 
  広報やホームページなど、町民にわかりやすい形で自治基本条例の周知を行っていくと

ともに、今後も職員への意識付けを徹底してまいります。 
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「協働」へ向けた取り組みに関する提言書 

 
 まちづくり推進会議は、平成 21・22 年度の 2 年間、寒川町自治基本条例（以下「本

条例」という。）に基づく協働のまちづくりの推進について議論を重ねてまいりました。 
 平成 19 年 4 月 1 日に施行された本条例は、その基本理念として「町民と町が協働す

るまちづくり」を掲げているものの、町民の認知度は非常に低いというのが現状です。

本条例の周知を含めたまちづくりに関する情報提供のあり方に、工夫の余地があると

思われます。 
 また、町当局の本条例についての意識のあり方も、協働のまちづくりが進んでいな

い要因であると考えられます。 
 こうした現状分析のもと、先進自治体である茅ヶ崎市の市民活動サポートセンター

を視察し、「協働」の取り組みや成果を目の当たりにして、町民がまちづくりや協働、

自治を主体的に考える場や様々な団体が相互に情報交換・情報提供する場、住民活動

を応援する場は、充実した方がよいという共通認識を持ちました。 
 今後の「協働」へ向けた取り組みに関して次のとおり提言いたしますので、必ずや

実現に至りますようご高配のほどお願い申し上げます。 
  
 
１ いろいろな団体がネットワークを深めて活動していける仕組みの構築を図ること。

そのために、必要な情報収集として、協働の視点を特に明確にして、町民活動団体

等に対して、自治基本条例（以下「条例」という。）の周知も含めてアンケートを作

成して、その実態を把握すること。その際には、協働の仕組みを取り入れて、町民

と行政が協力して案を作成すること。 
 
２ 町の新しい制度などの情報を、町民にわかりやすく周知するための方法と体制整

備を図ること。そのための情報交換の場を設けること。 
 
３ 条例第２４条に規定する住民投票条例の策定について、早急に着手すること。 
なお、芳谷私案を添付するので検討の際の参考とされたい。 

 
４ 条例の町民への周知について工夫するとともに、職員への意識付けを徹底するこ

と。 
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当 町 づくり確進会議は中拭 22年 7月 より 軟 次にわたり会合をXね て業たが 残 念

なから そ の成紫と言えるものは殆ど無い。このままでは 住 民や後にのまP4会から 「何

をしていたのか?Jと  問 われれても返客に,す る

そこで は 治基本条例の24粂 (住民投票)に 他殺されながら い まだ そ の具体的な条

例が何定されていない住民投票に的を絞り 蔵 南を集Ⅲし 実 際に使える条例抑定の草策

作りに残りの時問をlHうのが良いと考えた。

以下の草語は そ のうの IIPき台にして欲しい

寒川町住民投票条例 (案、草稿)

様努壊算署そ録認軽嘉量背蜘 1靴 格岳垢岳皆
の関塞感の一因ともなつている。

この状態の打酸の為にも、く中央集線から地方自治へ)の 転換は、各政党の共通楊験と

成りつつある.

本来 民 主主機政体では 可 能な晨り、主粕をである住民の直接の要求が政策に反映

する形態が望ましい。(主機在民〉

しかしながう 現代の目や大都市に於いて tX住民の要求を 政治に直接反映するのは

な術的にも極めて因経なことであり 止 むなく 田 接的民主主義である代議員制度を採

用している。この場合で  ヽ住 民はその全構を 議 員や音長に 一 任しているのでは無

い (例  憲 法改定)
一方 中 小の自治体である町村の政治形態は 地 域面積の小ささ 人 日の少なさを考

えると、極力 住 民の要求や承思が反映できる直接民主主義的形8tが理想である。少な

くとも 住 民の要求が極力反映できる手段を多く持つべきである。

この点 率 川町は 面 積的にも 大 口規模的にも小さく 直 接住民の意思を政治に反

映させやすい環境になる。しかも寒川町は 立 地からも 今 体 大きく発娘して行くと

思われる 例 えば 相 模控貫道、新幹棟新駅 隆 藤保険センター 市 町村合併等  々仁

民の暮らしに大きく影害する事案は次々に浮上すると思われる。その場合 住民のコ8

を 直 接反映する手段として 住 民投票は極めて重要である。

現を 率 川町に於いても 住 民自治基本条例に 「住民投寿を行うことができますJと

有るが そ れ以上の記最は無い。

住民自詣曇本条何の売其 月知を議岡された当委員会は こ の住民投票条例を ス ,

一ガンやまいた旬ではわらせるのではなく 力 に住民自拍の実現手段として、早急に立

案 朝 定されることを 町 長及び議会に要騎する。



尚 既 に多くの市町村に於いて 住 民投票条例お浜 郭 ヒが為されており そ の先進事

例を参考に 以 下の議点に関し 掲 言をする

1 常 機型が望ましい。Ht設型の姿閉の場合は 条 例に定める案作が生じた場合に、一

定のFLMみで、住民投票を行うことになるため、迅速に対応できるという利点がある

2対 傘事項,住民投票価度が 住民2j8の 重要な制度として活用されていくためには

なるべく対姿事項を眼定しない規定方法が望ましく 対 姿事項を「苺政運営上の重要事

項Jと なくとらえた上で 住 民投票の対傘とはしない事項を列挙しておくのが良い。

担し 給 額が町予算のよ%を 超えることが想定される 新 規事業 建設事業 不動産の

取得および売却 は 草前に住民投票により 町 民の賛否を聞うものとする。

住民投票の対纂としない事項としては

例えば iO 町 の機関の種限に属しない事賓

② 法 合のlStに 基づき住RFt票 を行うことができる事項

① 専 ら特定の町民又は地域に関係する事項

④ 町 の組黙 人事又は財務の事務に関する事項

3 発 議権 :住民投票は、本町に居住する住民の意思を確認するためのものであり 本

町の住民である外国人が 住 民投票に参加することは当然と考える。

また 住 民投票は そ の発議や投票によって、未成年者になんち不利益的な影響を与え

ることなく 逆 に、未成年者の権利を守ることにもつながることから、未成年書を除外

する合理的理由はないと考える。

4、住民投票の発議においては 他の先進事例より 有権吉の 1/10程 度が望ましい。

下限については 濫 用を防ぐ等の観点から 直 接詩式の場合に必要ときれる 1/m以 上

を上回ることが必要である。

また 町 長及び議会も発議権は有する

5 町 長は要作を満たす住民投票の請求が為された場合は 住民投票を実施しなければ

ならなV 。ヽ

6 成 立要件 :住民投票が有効に成立する為には有資格者の 1/3以 上の投票を必要と

する こ れを満たさない殺票率の場合、住民投票は成立しない。投票率が要作未満なら

開票しない。

7 住 民投栗の結果は あ る時点 条 件 の 下での住民の判断であり 社 会経済情勢等

が変化すれは 同一車案であつても異なる橋果が導き出される可能性がある。そのため

2年 の期間を経過した場合は 再 請求 再 投票を認める 以上


